




















べて~ (有斐閣， 1992年)19頁，がし、る。本稿は，この視点に立って育児休業法の 5年を総
括する試みである。
2) 育児休業法の条文等は，労働省婦人局監修『男女雇用機会均等法・労働基準法(女子関係)































































に，婦人就業問題研究会編 WQ&A育児休業法 70のポイントJI(ぎょうせい， 1991年)，坂
本福子『解説 育児休業法JI(学習の友社， 1991年)，山本吉人『育児休業法JI(労働旬報社，
1992年)，労働省婦人局婦人福祉課編 n新版〕わかりやすい育児休業法JI(有斐閣， 1995年)， 





















































































































もっとも多いのは， 1 1O~12か月未満」で29.2%であり，以下 16 ~10か月未満」で
25.8%， 13 ~ 6か月未満」で24.4%の順となっている。それに対して男性は，取得
者がきわめて少ないとはいえ，もっとも多い取得期聞が 13か月未満」の86.9%で，
















































18) 大脇雅子・中野麻美・林陽子『働く女たちの裁判~ (学陽書房， 1996年)154頁。このよう
な扱いは，日本経営者団体連盟(日経連)も了解していることは言うまでもない。日経連政
策調査局編『“週40時間"移行の手引き~ (日経連広報部， 1995年)66頁。



































闘を!連絡会編『育児で会社を休むような男たち~ (ユック舎， 1995年)所収， 119-120頁。
なお，育児休業を取得した男性のリアルな実態については，前掲書のほかに，大田陸『男も





































































































































































































































32) 日経連『新時代の日本的経営 挑戦すべき方向とその具体策 jJ (日本経営者団体連盟，
1995年 5月17日)
33) 刷21世紀職業財団，前掲報告書， 27頁。
34) 本稿の課題と密接に関係する保育の問題については，本 (1997)年6月に成立した児童福
祉法の改正を扱った，全国保育団体連絡会・保育研究所編『保育白書 1997年版jJ(草土文
化， 1997年)を参照されたい。
